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これまでにいただいた主なご意見

＜働く環境の整備について＞

○第１回検討会

・ 女性が多い医療職において、育児・介護などのライフイベントによる離職を防ぎ再参入を促すため、学びやすく
働きやすい環境整備や柔軟な働き方の推進、支える側への配慮を含めた取組について好事例を収集し、全国的に展
開すべき。

・ ワークライフバランス、短時間正社員制度、個別相談窓口、院内保育、リカレント教育などの好事例が全国には
蓄積されているので、これらについても周知して、各医療機関の取組に生かせるような方策が必要。

○第129回社会保障審議会医療部会（令和８年７月24日）

・ 体制の整備あるいはカリキュラムの見直しといったように、準備に一定の時間がかかるものもあれば、働く環境
の好事例を横展開するといったような、あまり時間をかけずに現場の取組を着実に進めていく内容もあり、中長期
的な課題と短期的な課題を整理し、できるものから速やかに対応していくということも検討していただけるといい
のではないか。

・ 医療界に進みたいと思うインセンティブが働きにくいような気がしている。待遇改善というのはなかなか難しい
が、魅力ある職場であるというようなアピールも必要と考えている。

○第４回検討会

・ 育児や介護との両立が可能となる働きやすい環境を整備するとともに、離職者や潜在人材の復職を支援すること
が重要である。
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医療関係職種の養成・確保に係る調査等支援事業 結果
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・調査事業名：医療関係職種の養成・確保に係る調査等支援事業
（医療従事者向け調査）

・調査期間：令和8年９月４日（金）～25日（金）

・調査対象：全国の医療関係職種の有資格者（※）12,042人（有効回答数）

（※）看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、
診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、義肢装具士、歯科衛生士、
歯科技工士、救急救命士

・回答方式：Web調査

速報値



基本情報

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 11,976 1,349 1,093 1,185 244 108 1,294 1,964 1,088 11 80 14 13 21

病院（％） 69.0 85.1 55.4 57.1 64.4 61.0 89.9 81.0 82.4 4.3 20.4 17.3 43.3 31.3

診療所（％） 6.7 1.0 9.3 3.0 3.4 27.1 4.1 3.8 12.9 0.4 39.7 7.4 0.0 0.0

介護施設（％） 6.3 3.9 16.6 15.4 9.8 0.0 0.1 0.0 0.1 0.4 4.6 0.0 0.0 7.5

その他（％） 18.0 9.9 8.7 24.6 22.4 21.9 6.0 15.3 4.6 94.9 35.4 75.3 56.7 61.2

○ 一部の職種を除き、就業先としては医療機関の割合が高かった。

○ 現在の就業先
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NS：看護師、PT：理学療法士、OT：作業療法士、ST：言語聴覚士、RT：診療放射線技師、 MT：臨床検査技師、
CE：臨床工学技士、ORT：視能訓練士、PO：義肢装具士、EMT：救急救命士、DH：歯科衛生士、DT：歯科技工士

※その他：医療関係職種として従事していない者

速報値



職種の継続

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 45,853 5,866 7,099 7,958 1,580 579 5,285 9,777 5,043 883 1,413 233 118 19

給与・処遇の改善（%） 77.6 78.0 84.0 78.6 82.4 75.9 73.8 72.5 82.9 72.7 75.9 71.4 76.9 73.7

希望に合う勤務時間・勤務日数（%） 57.4 69.0 53.4 60.2 66.0 54.6 53.0 57.4 49.9 63.6 57.0 28.6 23.1 47.4

業務量・責任の調整（%） 51.8 64.5 53.3 56.0 57.0 46.3 42.6 50.0 46.4 45.5 40.5 50.0 38.5 52.6

短時間勤務・柔軟な働き方（%） 38.7 47.6 33.6 40.2 46.7 26.9 34.3 42.4 30.3 45.5 36.7 42.9 15.4 31.6

夜勤・オンコール等への配慮（%） 27.1 32.2 1.6 2.2 2.5 2.8 40.7 40.7 43.8 0.0 2.5 7.1 23.1 5.3

家族の理解・協力（%） 22.2 22.6 25.3 23.8 25.8 16.7 21.7 21.1 18.8 45.5 22.8 7.1 7.7 10.5

健康状態の改善・治療との両立支援（%） 20.2 23.5 24.2 23.9 29.1 15.7 17.2 18.6 14.1 0.0 21.5 14.3 15.4 10.5

保育・介護サービス等との両立支援（%） 19.9 19.1 23.1 24.2 26.6 19.4 15.1 20.3 17.1 9.1 17.7 7.1 7.7 10.5

指導担当者・相談相手の配置（%） 16.7 17.4 17.7 17.1 18.9 14.8 13.1 18.2 15.7 18.2 12.7 21.4 38.5 15.8

求人・勤務条件に関する情報提供（%） 14.5 15.6 13.8 13.5 18.4 13.9 15.8 14.8 13.0 9.1 8.9 14.3 15.4 5.3

復職前の知識・技術の学び直し（%） 14.1 13.3 13.2 15.6 16.0 11.1 12.5 15.9 12.6 0.0 12.7 14.3 15.4 0.0

実技研修・シミュレーション研修（%） 13.4 11.3 13.3 17.6 18.0 9.3 11.2 12.6 13.9 0.0 21.5 21.4 30.8 0.0

段階的に業務へ戻る仕組み（%） 11.1 12.8 11.1 12.2 13.5 4.6 8.7 11.9 9.7 0.0 11.4 7.1 15.4 15.8

職場見学・職場体験（%） 8.9 11.2 7.6 10.8 9.0 6.5 7.4 7.4 9.7 9.1 11.4 7.1 23.1 5.3

特に必要なことはない（%） 3.9 3.1 2.9 3.5 3.3 3.7 6.1 4.0 3.8 0.0 3.8 0.0 15.4 5.3

その他（%） 2.6 3.6 3.5 2.9 1.6 0.9 2.0 1.8 3.0 0.0 1.3 14.3 7.7 10.5

○ 現在の職種を継続するために必要なこととして、「給与・処遇の改善」のほか、「業務量・責任の調整」・「希望
に合う勤務時間・勤務日数」・「短時間勤務・柔軟な働き方」の割合が高く、「育児・介護・治療等との両立支援」
も一定の割合でみられ、勤務環境が重要な要素となっている。

○ 現在の職種を継続するために必要なこと（複数回答可）
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両立支援

○ 両立支援制度を利用したいが利用できていない理由

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 6,417 1,065 914 866 201 73 850 1,527 827 13 71 2 3 5

人員不足等により、業務上の利用が難しい（%

）
20.5 20.2 18.3 17.9 18.9 15.1 23.1 22.6 19.6 38.5 26.8 50.0 33.3 20.0

周囲の職員への負担が気になる（%） 16.8 15.6 17.2 16.4 14.9 16.4 16.8 18.1 16.3 23.1 18.3 0.0 0.0 20.0

対象要件に該当しない（%） 15.4 14.0 15.5 17.7 12.9 16.4 15.2 15.3 14.8 0.0 18.3 0.0 33.3 40.0

勤務先に制度がない（%） 14.0 13.8 15.8 16.1 18.4 15.1 11.8 12.4 14.9 7.7 12.7 0.0 0.0 20.0

利用すると収入が減る（%） 12.4 10.5 15.4 14.2 11.9 11.0 10.9 10.6 15.5 0.0 5.6 0.0 0.0 0.0

上司や職場の理解を得にくい（%） 10.6 13.5 8.4 7.9 10.0 16.4 10.8 11.2 10.4 0.0 12.7 50.0 33.3 0.0

利用できる制度を知らない（%） 5.2 5.4 4.7 5.8 8.0 4.1 5.5 4.8 4.4 15.4 4.2 0.0 0.0 0.0

申請方法が分からない（%） 3.3 5.2 2.6 2.7 4.0 4.1 3.5 2.8 2.8 15.4 1.4 0.0 0.0 0.0

その他（%） 1.8 1.8 2.1 1.5 1.0 1.4 2.4 2.2 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

○ 両立制度（短時間勤務・勤務時間変更等）を利用できない理由は、「人員不足等により、業務上の
利用が難しい」のほか、「周囲の職員への負担が気になる」・「勤務先に制度がない」などが一定割
合みられた。
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ハラスメント①

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 8,308 1,349 1,972 2,077 379 177 1,440 2,426 1,321 257 393 81 30 21

自分が受けた（%） 2.8 3.2 2.0 3.0 4.5 3.7 1.9 3.5 2.1 0.0 2.5 7.1 0.0 4.8

他の職員が受けたのを見聞きした（%） 25.3 29.5 30.3 24.8 21.7 19.4 27.0 18.6 29.5 27.3 15.0 21.4 23.1 4.8

自分が受けたことも、他の職員が受けたのを
見聞きしたこともある（%）

7.2 11.4 5.9 9.3 11.1 5.6 4.9 5.1 7.7 0.0 8.8 0.0 7.7 9.5

経験・見聞きはない（%） 58.1 49.3 58.3 57.9 55.7 62.0 58.4 65.3 53.6 63.6 58.8 64.3 61.5 71.4

回答しない（%） 6.5 6.5 3.6 5.1 7.0 9.3 7.7 7.5 7.1 9.1 15.0 7.1 7.7 9.5

○ セクシャルハラスメント

○ パワーハラスメント

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 8,308 1,349 1,972 2,077 379 177 1,440 2,426 1,321 257 393 81 30 21

自分が受けた（%） 12.1 14.5 10.2 11.2 11.5 11.1 11.5 11.6 14.5 9.1 12.5 0.0 7.7 4.8

他の職員が受けたのを見聞きした（%） 31.2 35.0 32.7 28.3 32.4 26.9 31.4 31.7 29.0 36.4 26.3 28.6 30.8 4.8

自分が受けたことも、他の職員が受けたのを
見聞きしたこともある（%）

17.5 24.3 14.3 14.5 16.8 20.4 15.3 16.5 21.1 9.1 17.5 14.3 23.1 9.5

経験・見聞きはない（%） 33.1 21.3 38.9 40.3 34.8 32.4 35.0 33.5 29.0 36.4 30.0 50.0 30.8 71.4

回答しない（%） 6.0 4.9 4.0 5.7 4.5 9.3 6.8 6.7 6.4 9.1 13.8 7.1 7.7 9.5 8

○ 各種ハラスメントについてみると、自身が受けたり、他の職員が受けたのを見聞きした経験が一定
割合にのぼっている。

速報値



ハラスメント②

○ カスタマーハラスメント

○ マタニティハラスメント

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 8,308 1,349 1,972 2,077 379 177 1,440 2,426 1,321 257 393 81 30 21

自分が受けた（%） 8.5 12.3 8.6 8.1 9.0 13.0 7.3 7.4 7.8 9.1 10.0 7.1 7.7 4.8

他の職員が受けたのを見聞きした（%） 30.4 35.5 33.9 30.6 37.7 22.2 27.6 28.7 27.5 27.3 31.3 0.0 30.8 4.8

自分が受けたことも、他の職員が受けたのを
見聞きしたこともある（%）

17.8 25.8 19.8 18.1 16.0 37.0 15.1 14.3 15.3 9.1 11.3 21.4 7.7 9.5

経験・見聞きはない（%） 38.2 21.8 34.6 38.6 32.8 22.2 43.5 43.8 43.7 54.5 41.3 57.1 46.2 71.4

回答しない（%） 5.2 4.7 3.2 4.5 4.5 5.6 6.4 5.8 5.8 0.0 6.3 14.3 7.7 9.5

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 8,308 1,349 1,972 2,077 379 177 1,440 2,426 1,321 257 393 81 30 21

自分が受けた（%） 1.8 1.4 1.6 2.4 1.6 5.6 0.9 2.7 1.0 0.0 1.3 0.0 0.0 4.8

他の職員が受けたのを見聞きした（%） 12.7 15.9 12.3 10.5 11.9 10.2 12.6 12.5 13.1 0.0 12.5 7.1 7.7 4.8

自分が受けたことも、他の職員が受けたのを
見聞きしたこともある（%）

2.4 3.0 2.0 2.3 3.3 1.9 2.0 2.6 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 9.5

経験・見聞きはない（%） 76.3 72.9 80.1 79.9 76.6 75.9 76.2 74.5 75.1 90.9 77.5 78.6 84.6 71.4

回答しない（%） 6.8 6.8 4.0 4.9 6.6 6.5 8.3 7.7 8.0 9.1 8.8 14.3 7.7 9.5
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速報値



ハラスメント③

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 16,569 2,434 3,234 3,364 669 384 2,267 3,785 2,301 390 905 105 74 21

上司・管理者へ相談した（%） 37.9 52.4 45.1 42.3 46.7 37.0 30.6 30.5 30.7 18.2 31.3 28.6 23.1 38.1

該当しない（ハラスメントを受けた経験や見聞き
した経験はない）（%）

25.5 14.7 26.0 26.1 21.7 20.4 30.5 27.8 26.2 18.2 27.5 50.0 46.2 42.9

同僚へ相談した（%） 20.5 28.7 20.7 24.2 25.0 30.6 14.4 17.7 16.8 18.2 26.3 14.3 23.1 19.0

相談しなかった（%） 18.3 15.0 13.3 16.1 16.4 20.4 19.4 21.9 22.2 27.3 17.5 14.3 7.7 4.8

事実確認や調査が行われた（%） 13.6 17.7 17.2 14.0 13.9 11.1 13.1 11.3 11.2 18.2 10.0 7.1 0.0 4.8

勤務先の相談窓口へ相談した（%） 13.1 15.9 14.1 10.6 11.1 13.0 13.1 12.3 13.2 27.3 12.5 0.0 15.4 9.5

注意・指導・処分等が行われた（%） 12.7 16.8 17.4 13.9 16.4 11.1 10.5 9.0 12.2 18.2 7.5 0.0 7.7 9.5

相談したが、十分な対応はなかった（%） 12.1 16.6 11.3 10.8 12.3 14.8 10.5 11.7 11.9 18.2 10.0 7.1 7.7 14.3

配置が調整された（%） 9.8 10.2 11.6 10.7 11.5 3.7 10.4 8.4 9.0 9.1 7.5 0.0 0.0 9.5

勤務時間または業務内容が調整された（%） 3.4 3.7 4.5 4.1 4.5 0.9 3.4 2.4 2.6 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0

職能団体・労働組合・外部の相談機関等へ相談し
た（%）

2.8 3.2 2.2 3.0 3.7 2.8 2.4 2.6 3.1 0.0 2.5 0.0 0.0 4.8

その他（%） 2.2 1.7 2.2 2.5 3.3 1.9 2.0 2.5 2.0 0.0 2.5 7.1 0.0 4.8

○ ハラスメントの相談職場対応（複数回答可）
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○ 職場のハラスメントの相談対応は、「上司・管理者へ相談した」が多い一方、職場で相談をしない
割合が一定数あったり、事実確認等が行われた割合が少ないなどの傾向がみられた。

速報値



キャリア支援①

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 8,308 1,349 1,972 2,077 379 177 1,440 2,426 1,321 257 393 81 30 21

取得している（%） 50.6 63.2 50.5 19.0 36.1 43.5 59.1 55.1 59.2 0.0 51.3 35.7 23.1 42.9

現在取得に向けて受講・申請中である（%

）
7.6 0.9 11.1 13.6 7.4 19.4 5.5 6.7 6.9 0.0 18.8 7.1 15.4 0.0

取得を具体的に検討している（%） 5.6 2.0 5.1 6.2 5.7 1.9 7.3 6.0 6.3 18.2 11.3 0.0 15.4 0.0

関心はあるが具体的には検討していない（
%）

17.7 9.9 17.2 31.5 32.8 12.0 14.9 17.6 13.1 36.4 10.0 28.6 15.4 4.8

取得しておらず、今のところ関心もない
（%）

16.2 22.1 14.5 26.7 16.8 19.4 11.1 12.2 12.4 36.4 6.3 28.6 15.4 33.3

対象となる資格があるか分からない（%） 2.3 1.9 1.6 3.0 1.2 3.7 2.2 2.4 2.2 9.1 2.5 0.0 15.4 19.0

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 4,204 872 916 448 117 66 850 1,279 755 89 183 38 10 9

非常に役立った（%） 57.4 79.0 36.4 41.3 43.2 29.8 55.8 69.4 41.5 0.0 48.8 40.0 33.3 88.9

ある程度役立った（%） 36.5 19.7 51.8 48.0 50.0 44.7 39.1 28.4 47.2 0.0 46.3 40.0 33.3 0.0

あまり役立たなかった（%） 4.1 0.7 8.5 6.7 3.4 21.3 3.5 1.4 7.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

まったく役立たなかった（%） 1.2 0.1 2.0 1.3 1.1 2.1 1.0 0.6 2.5 0.0 4.9 0.0 33.3 0.0

取得後まだ判断できない（%） 0.8 0.4 1.3 2.7 2.3 2.1 0.5 0.2 1.1 0.0 0.0 20.0 0.0 11.1

○ 認定・専門資格の取得状況

○ 資格の知識・技術向上への有用性
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○ 医療関係職種の多くが、専門性の向上のため、職能の認定・専門資格の取得等に取り組むなど、
キャリアアップ・自己研鑽を図っている。

速報値



キャリア支援②

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 14,153 3,704 1,858 920 212 110 2,039 3,293 1,357 161 408 66 16 9

より専門的・高度な業務を担当す
るようになった（%）

42.1 64.8 29.0 27.1 20.5 14.9 45.0 47.1 28.0 0.0 17.1 0.0 0.0 55.6

院内・組織内で指導的な役割を担
うようになった（%）

38.7 76.0 33.3 24.9 23.9 12.8 35.6 33.4 23.8 0.0 24.4 0.0 0.0 33.3

担当できる業務・役割が広がった
（%）

37.7 61.1 26.4 30.2 18.2 10.6 40.4 40.4 21.4 0.0 22.0 20.0 33.3 22.2

学会・研究・教育活動への参加が
増えた（%）

37.6 66.3 33.2 29.8 30.7 27.7 26.8 40.8 21.7 0.0 29.3 20.0 0.0 44.4

仕事への意欲・満足度が高まった
（%）

35.7 42.5 33.3 33.8 33.0 29.8 32.9 39.6 28.3 0.0 43.9 20.0 0.0 22.2

特に影響はなかった（%） 21.4 3.6 29.2 23.6 30.7 46.8 21.0 19.0 35.1 0.0 31.7 60.0 66.7 0.0

昇給（資格手当）につながった
（%）

12.0 26.9 9.4 9.8 6.8 8.5 9.3 8.0 9.5 0.0 7.3 0.0 0.0 22.2

昇進・昇格につながった（%） 11.1 30.1 5.6 7.6 6.8 2.1 10.5 7.8 3.3 0.0 7.3 0.0 0.0 11.1

配置・所属部署が変わった（%） 9.9 35.4 4.3 2.2 0.0 2.1 7.7 5.0 1.7 0.0 2.4 0.0 0.0 11.1

転職・再就職に役立った（%） 7.3 9.0 5.1 4.9 2.3 6.4 4.8 11.7 4.3 0.0 2.4 0.0 0.0 33.3

取得後まだ判断できない（%） 1.9 0.7 2.5 4.9 3.4 2.1 2.1 0.5 3.0 0.0 4.9 0.0 0.0 22.2

その他（%） 2.0 3.2 2.0 4.4 4.5 0.0 0.9 1.6 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

○ 資格取得によるキャリアへの影響として、「専門的・高度な業務を担当するようになった」・「担
当できる業務・役割が広がった」等の割合が高い一方、「昇進・昇格、昇給につながった」が低い割合
となっている。

○ 資格取得によるキャリアへの影響（複数回答可）
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キャリア支援③

○ 資格取得の処遇への影響についてみると、「資格手当・専門手当が支給されている」が一定の割合
でみられる一方、「処遇には反映されていない」が高い割合を占めている。

○ 資格取得の処遇への影響

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 7,281 1,415 1,101 556 132 76 1,099 1,586 872 141 231 49 14 9

処遇には反映されていない（%） 62.7 35.7 72.1 68.4 78.4 83.0 65.2 65.2 71.4 0.0 78.0 80.0 100.0 44.4

配置・担当業務に活かされる（%） 18.3 28.1 12.1 8.0 1.1 2.1 21.6 21.5 11.2 0.0 12.2 0.0 0.0 11.1

資格手当・専門手当が支給されて
いる（%）

16.1 41.2 11.2 11.6 12.5 10.6 11.1 9.7 11.6 0.0 12.2 20.0 0.0 22.2

研修費・更新費等の支援がある
（%）

11.3 24.4 6.5 7.6 1.1 0.0 9.7 9.9 8.9 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3

役職・役割の付与がされやすくな
る（%）

7.8 16.7 6.5 6.2 4.5 2.1 8.6 5.2 3.6 0.0 2.4 0.0 0.0 22.2

昇進・昇格が早くなる／しやすく
なる（%）

4.0 6.8 3.4 4.4 2.3 0.0 4.8 3.1 2.0 0.0 2.4 0.0 0.0 11.1

勤務先に反映制度があるか分から
ない（%）

3.2 1.2 2.9 5.3 4.5 8.5 4.1 3.6 2.2 0.0 7.3 0.0 0.0 11.1

基本給が高くなる（%） 2.2 5.5 0.5 4.9 0.0 4.3 1.3 1.6 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1

賞与が高くなる（%） 1.1 2.2 0.9 0.9 3.4 0.0 1.3 0.7 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1

昇給が早くなる（%） 0.7 1.1 0.2 0.9 0.0 0.0 1.0 0.4 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1

現在就業していない（%） 0.4 0.1 0.2 0.9 0.0 0.0 0.1 0.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他（%） 1.4 2.1 1.8 1.8 0.0 0.0 0.9 1.4 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1
13

速報値



キャリア支援④

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 27,859 3,233 5,128 4,356 909 338 3,549 5,837 3,015 333 994 115 42 10

専門的な知識・技術を高めたい（%） 79.1 78.9 77.0 74.9 84.0 69.9 79.0 81.5 80.1 100.0 84.9 70.0 77.8 60.0

現在の業務の幅を広げたい（%） 37.1 38.2 39.3 38.7 33.0 25.3 40.8 34.2 34.8 83.3 34.2 40.0 55.6 30.0

患者・利用者への支援の質を高めたい
（%）

36.9 52.2 50.8 55.5 61.0 26.5 26.8 22.9 24.3 66.7 45.2 40.0 11.1 50.0

より高度・専門的な業務を担当したい
（%）

34.5 36.7 33.3 31.8 33.5 28.9 37.5 36.3 30.9 50.0 30.1 20.0 22.2 30.0

キャリアアップ・昇進につなげたい（
%）

33.8 31.3 43.1 38.1 34.5 38.6 32.9 30.4 30.4 16.7 35.6 20.0 33.3 10.0

給与・手当等の処遇向上を期待してい
る（%）

24.8 18.3 36.5 30.6 26.5 33.7 20.7 20.5 26.0 50.0 24.7 20.0 0.0 20.0

転職・再就職に役立てたい（%） 18.2 9.4 18.5 19.7 14.0 16.9 18.3 23.8 16.6 33.3 13.7 0.0 11.1 0.0

勤務先から取得を勧められた・求めら
れた（%）

14.9 27.9 9.8 7.0 7.5 10.8 13.2 19.3 12.4 0.0 6.8 0.0 0.0 10.0

資格取得者とのネットワークを得たい
（%）

9.4 12.8 12.6 10.9 10.5 8.4 8.2 7.9 5.8 0.0 9.6 10.0 0.0 0.0

職能団体・同僚等から勧められた（%

）
4.8 2.2 6.0 7.7 4.0 13.3 4.4 4.3 4.4 0.0 6.8 0.0 0.0 0.0

取得した、または取得を検討する具体
的な理由はない（%）

2.8 2.6 3.1 4.3 2.0 4.8 2.5 1.8 3.3 0.0 1.4 0.0 0.0 20.0

その他（%） 2.2 1.6 3.1 2.2 2.0 2.4 1.7 1.8 3.2 0.0 2.7 20.0 22.2 0.0

○ 認定・専門資格の取得理由（複数回答可）

○ 認定・専門資格を取得した理由は、「専門的な知識・技術を高めたい」が高い割合を占めている。
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キャリア支援⑤

全職種 NS PT OT ST ORT RT MT CE PO DH DT EMT その他

回答数 45,302 5,228 8,068 8,548 1,663 634 4,723 9,453 4,631 736 1,344 186 67 21

受講料・受験料・更新料等の費用負担
（%）

71.3 68.6 75.2 61.4 71.3 62.0 71.6 72.9 79.9 45.5 73.8 71.4 38.5 47.6

研修・講習に参加する時間の確保
（%）

65.4 66.5 72.2 72.9 76.6 67.6 57.7 63.7 59.9 63.6 61.3 78.6 23.1 33.3

取得しても業務や処遇への効果が見込
みにくい（%）

42.0 33.6 51.0 44.5 48.8 53.7 37.3 43.4 40.2 27.3 38.8 50.0 46.2 38.1

勤務との日程調整（%） 40.1 50.1 40.9 51.6 53.7 38.0 32.9 34.2 32.6 54.5 31.3 42.9 23.1 28.6

研修会場が遠い・移動負担が大きい（
%）

36.9 42.1 39.2 34.1 46.3 46.3 28.7 39.4 34.9 54.5 31.3 42.9 0.0 42.9

家事・育児・介護との両立（%） 31.9 34.0 38.7 40.3 33.6 30.6 23.7 30.5 26.3 36.4 26.3 7.1 7.7 28.6

申請・更新手続が複雑（%） 28.1 32.1 30.2 36.8 33.6 24.1 22.1 22.2 31.3 0.0 22.5 21.4 7.7 19.0

必要な症例・実務経験を確保しにくい
（%）

19.7 12.4 22.8 23.5 28.3 6.5 14.2 26.9 13.7 27.3 20.0 28.6 0.0 9.5

指導者・推薦者を確保しにくい（%） 14.7 8.9 12.4 18.0 23.0 6.5 8.7 27.3 4.6 9.1 7.5 21.4 7.7 9.5

資格制度や取得方法に関する情報が不
足している（%）

13.9 13.9 15.1 22.7 19.7 7.4 9.8 12.4 10.5 9.1 13.8 0.0 15.4 19.0

勤務先の理解・支援が得にくい（%） 12.0 17.5 10.7 10.5 13.1 18.5 11.4 10.6 11.9 9.1 6.3 14.3 23.1 19.0

特に障壁はない（%） 5.9 7.9 4.5 4.4 2.9 6.5 8.2 5.3 4.4 0.0 6.3 14.3 38.5 23.8

その他（%） 1.8 2.8 1.1 2.3 4.5 3.7 1.3 1.3 1.4 0.0 1.3 0.0 0.0 4.8

○ 資格取得・更新の障壁（複数回答可）

○ 資格を取得・更新する際に障壁と感じることとして、「受講料・受験料・更新料等の費用負担」・
「研修・講習に参加する時間の確保」が高い割合でみられたほか、「勤務との日程調整」・「業務・処
遇への効果が見込みにくい」が一定の割合でみられた。
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勤務環境改善に向けた好事例（育児短時間制度の見直し）

「勤務環境改善に向けた好事例集」（令和５年３月）

16

社会医療法人財団慈泉会 相澤病院



勤務環境改善に向けた好事例（職員専任カウンセラーの導入）

「勤務環境改善に向けた好事例集」（令和５年３月）

17

社団医療法人養生会 かしま病院



勤務環境改善に向けた事例（キャリア・スキルアップに向けた支援）

「勤務環境改善に向けた好事例集」（令和５年３月）

18

第１回 医療関係職種の安定的な養
成 ・ 確 保 に 関 す る 検 討 会

資料３
一部改

令 和 ８ 年 ５ 月 ７ 日

日本赤十字社 北見赤十字病院
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１．勤務環境改善にかかる調査（速報値）・
取組事例

２．業務効率化・勤務環境改善にかかる国の
取組等

３．業務効率化・勤務環境改善の在り方に関
する論点



医療機関の勤務環境改善の経緯

○勤務環境改善が医療機関の努力義務に（医療法30条の19）

○医療勤務環境改善マネジメントシステム※創設

※ 医療機関がPDCAサイクルを活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み

○医療従事者の勤務環境改善を促進する拠点として、都道府県に医療勤務環境改善支援センターの設置開始

※ 平成29（2017）年３月までに全国の都道府県に設置

＜改正医療法の施行＞ ※医師を含めた医療従事者の勤務環境改善
平成26（2014）年10月～

平成31（2019）年4月～

令和６（2024）年４月～

○働き方改革関連法の施行（労働時間の状況の把握、有給休暇の取得促進 等）

・時間外労働の上限規制の導入（大企業：平成31（2019）年４月 中小企業：令和２（2020）年４月）

※”医師以外の医療従事者”については、一般の業種の労働者と同様に時間外労働の上限規制がスタート。

※”医師”については、令和6（2024）年４月から上限規制がスタート。

→ 改正医療法（令和３（2021）年５月成立）等により、医師の時間外労働の上限の特例に関する内容が規定された。この特例を受ける場合は、
医療機関が都道府県知事の指定を受ける仕組みとなり、医療機関は指定を受けるための手続が必要となる。

（労働時間の把握（兼業・副業、宿日直許可、研鑽）、時短計画作成、評価センターの評価受審、指定申請 等）。

＜時間外労働の上限規制（医師以外）の施行、医師の働き方改革の推進＞

＜時間外労働の上限規制（医師）、改正医療法の施行＞

○医師の時間外労働の上限規制の導入開始/2035年度末に向けた時短の推進
※ 上限規制の遵守、面接指導等の追加的健康確保措置の確実な実施。

※ 特例のうちＢ、連携Ｂ水準は2035年度末までの廃止を目標、段階的に医師の労働時間の短縮を進める必要。（地域医療構想、医師偏在の解消 等）

＜看護師を中心とした雇用の質向上の取組＞
看護職確保の観点から医療機関の雇用の質の向上の取組を推進

！

第１回令和８年度医師の働き方
改 革 の 推 進 等 に 関 す る 検 討 会

資料
２ー1

令 和 ８ 年 ７ 月 １ ３ 日
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医療従事者の勤務環境改善や働き方改革
の取組等、経営・労務に関する質問・相談

都道府県 医療勤務環境改善支援センター
（医療法第30条の21に基づき都道府県が設置）

窓口・電話相談、個別訪問による伴走的
な支援（助言等）

医療機関

勤務環境改善に取り組む病院、
診療所等の医療機関

※医療労務管理AD・医業経営ADによる一体的な

支援を実施。積極的な利用勧奨等、地域の事

情に応じたプッシュ型の支援も実施。

医業経営アドバイザー
診療報酬制度、関連補助制度の活用、組織マネジメント等の経営管
理面の課題解決を医業経営コンサルタント等の専門家が支援する。

医療労務管理アドバイザー
（医療労務管理支援事業）

宿日直許可や時間外労働に係るシフト作成等、労務管理全般の課
題解決を社会保険労務士等の専門家が支援する。

連携

都道府県労働局の委託事業（労働基準局）

都道府県の基金事業（医政局）

勤改センター
運営協議会

都道府県が主催。関係機関(※)が参画し、連携して医療機関の支援方針を決定。

※ 都道府県労働局、労務管理支援事業受託者、大学病院、都道府県医師会、看護協会、
病院団体、社会保険労務士会、 医業経営コンサルタント協会 等

■ 医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）は、医師・看護師等の医療従事者の勤務環境改善を促進するための拠点として、各都道府県が設置※

※医療法（平成26年10月施行）に基づき、平成29年３月までに全都道府県に設置。都道府県の直接運営や県医師会や病院協会等の民間団体への委託により運営。

■ 勤改センターには、医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）や、医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント等）が配置され、医療機関の勤
務環境改善をワンストップでサポート。窓口相談や個別訪問等、伴走型支援の実施により働き方改革の取組を支援

都道府県医療勤務環境改善支援センターについて

○勤務環境の改善に向けた取組方法やプロセス（勤務環境改善ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）
に関する助言・支援

・ 医療従事者に対するアンケート調査（満足度調査等）の実施

・ 多職種による意見交換会の実施、取組に関する計画作成支援 等

○具体的な取組への助言・支援（関係機関との連携）

・ ハラスメント対策、育児や介護との両立支援対策、メンタルヘルス対策、
医療従事者のキャリア形成等に関する助言、研修、好事例紹介等

○基本的な労務管理（労働時間管理、36協定等）に関する助言

○時間外・休日労働時間の特例を受ける医療機関の指定申請に向けた取組支援

・ 労働時間短縮計画の作成支援、医療機関勤務環境評価センターの評価受審支援等

○長時間労働医師に対する面接指導、勤務間インターバルの実施に関する取組支援

○医師に関する適切な労務管理に関する助言

・ 副業・兼業、研鑽、宿日直許可取得後の適切な労務管理等

○医師の労働時間短縮に向けた具体的な取組への助言・支援

・ 労働時間短縮計画を実行していくためのPDCAサイクル実施のための助言

・ タスク・シフト/シェア、ICTの導入等に関する助言、研修、好事例紹介等

医療従事者の勤務環境改善に関する助言・支援（例） 医師の働き方改革に関する助言・支援（例）

医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）による医療機関への支援

第１回医療関係職種の安定的な
養 成 ・ 確 保 に 関 す る 検 討 会

資料
３

令 和 ８ 年 ５ 月 ７ 日

21



健康保険法等の一部を改正する法律案の概要

持続可能な医療保険制度の実現に向けて、必要な保険給付等の適切な実施と世代間や世代内での負担の公平性の確保を図るため、一部保
険外療養の創設、後期高齢者医療における金融所得の保険料等への勘案、出産に係る給付体系の見直し、国民健康保険における子どもに係
る均等割保険料等の軽減の拡充等の措置を講ずるほか、医療機関の業務効率化と勤務環境改善の取組等に係る措置を講ずる。

１．より公平な負担の実現、効率的な給付の確保【健康保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律等】

① OTC医薬品との代替性が特に高い薬剤を用いた療養等について、薬剤費の一部を保険給付外とする一部保険外療養を創設する。
② 後期高齢者医療において、上場株式の配当等の金融所得を保険料の算定や窓口負担割合等の判定に公平に反映するため、金融所得の支払に係る

報告書等（法定調書）を金融機関等がオンラインにより後期高齢者医療広域連合へ提出する義務等を設ける。

２．出産等の次世代支援や現役世代からの予防・健康づくりの拡充【健保法、船員保険法、国保法、母子保健法等】

① 出産に伴う妊婦の経済的負担を軽減するため、出産の標準的な費用に係る給付体系の見直し等を行う。
② 妊婦健診に伴う妊婦の経済的負担を軽減するため、妊婦健診（望ましい基準内）の実施に係る標準額を定める等の環境の整備をするほか、サー

ビス及び費用の見える化を進める。※こども家庭庁所管事項

③ 国民健康保険制度において、子どもに係る均等割保険料（税）の５割を軽減する措置の対象を、未就学児から高校生年代まで拡充する。
④ 現役世代の予防・健康づくりを強化するため、全国健康保険協会が取り組む保健事業に関する責務を明確化する。

３．必要な医療の提供の確保【健保法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、医療法等】

① 高額療養費の支給要件等を定める際には、特に長期療養者の家計への影響が適切に考慮されるよう、法律上明確化する。
② 業務効率化・勤務環境改善に取り組む医療機関を支援する新たな事業を地域医療介護総合確保基金に設けるほか、計画を作成し業務効率化・勤

務環境改善を推進する病院を厚生労働大臣が認定する仕組みを設ける。併せて、医療機関は業務効率化・勤務環境改善に努めるものとする。

４．その他【健保法、国保法、高確法等】

① 全国健康保険協会の平均保険料率の引き下げとあわせ、令和８年度から令和10年度までの時限措置として、全国健康保険協会への国庫補助に係
る特例減額の控除額を引き上げる特例措置を講じる。

② 国民健康保険組合に対する国庫補助について、一定の場合に、現行の補助率の下限よりも低い補助率を例外的に適用する。
③ 国民健康保険の財政安定化基金（本体基金分）について、納付金（保険料）の抑制のための取崩しを認める。

令和９年４月１日（ただし、２④及び４①は公布日、３①は令和８年８月１日、３②の一部は令和９年１月１日、１①は公布後１年以内に
政令で定める日、２①及び②は公布後２年以内に政令で定める日、１②は公布後５年以内に政令で定める日等）

施行期日

改正の趣旨

改正の概要

等

このほか、平成19年の雇用保険法等の一部改正法で改正を要した船員保険法第76条第６項について、規定の形式的修正を行う。

22



医療機関の業務効率化・勤務環境改善への支援

地域医療介護総合確保基金
対象事業

Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業

Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関
する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業
Ⅲ 介護施設等の設備に関する事業（地域密着型サービス等）
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業
Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業
Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業【本改

正法による改正に伴い見直しを予定】

新区分 業務効率化・勤務環境改善に関する事業【本改正法による改正】

R8年度当初予算 647億円
※国負担：医療分 647億円

公費 ：医療分 960億円

【業務のDX化に関する取組例】

（１）スマートフォンによる情報共有
の効率化

チャット機能、ビデオ通話、ファイル
の共有などにより、1対１だけでなく、
グループでの一斉の情報共有が可能

（２）見守りカメラ・スマートグラス
による見守り業務の効率化

患者の同意のもと、病室にカメラ
を設置し、看護師が装着している
スマートグラスから病室の状況を
確認。

（３）音声入力・バイタルの
自動入力・生成AIによる文書
自動作成支援

趣旨・概要

⚫ 2040年に向けて、医療従事者を安定的に確保し、質が高く効率的な医療提供体制を構築するために、医療機関の
業務効率化・勤務環境改善の取組の支援について、以下の制度的対応を行う。

① 今後継続的に支援することができるよう、地域医療介護総合確保基金に、業務効率化・勤務環境改善の取組を
支援する新たな事業を設ける。

（参考）業務のDX化に取り組む多くの医療機関を支援するため、令和７年度補正予算において、200億円を計上。

② 業務効率化・勤務環境改善に積極的・計画的に取り組む病院を厚生労働大臣が認定できる仕組みを設け、認定
を受けた病院は特定の表示を行うことができることとする。

③ 都道府県の医療勤務環境改善支援センターの体制拡充・機能強化を図り、医療機関の労務管理等の支援に加え、
業務効率化に係る助言・指導等も行うよう努める旨を明確化する。

④ 医療法上、病院又は診療所の管理者は、勤務環境の改善に加え、業務効率化にも取り組むよう努める旨を明確
化する。併せて、健保法上の保険医療機関の責務として、業務効率化・勤務環境改善に取り組むよう努める旨を
明確化する。
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厚生労働大臣による病院認定の仕組みについて

①認定申請

厚生労働省 都道府県 病院

①認定申請

①認定審査

③認定の決定

（３）認定の申請は都道府県を経由して行い、厚生労働大臣は認定を

したときは、速やかに都道府県知事に通知する。

２．認定の流れ、その他の事項等

（１）認定を受けた病院は、毎年１回以上、業務効率化の実施状況

を公表しなければならない。

（２）認定を受けた病院は、厚生労働省令で定める表示が可能。
（６年間に限る）

（４）認定の取り消し
・認定要件に適合しなくなったとき
・計画に従って取組を行わないとき、
・実施状況を公表せず又は虚偽の公表をしたとき

24

１．認定の趣旨・要件等

○ 業務効率化・勤務環境改善に積極的・計画的に取り組む病院を厚生労働大臣が認定する仕組み。
認定を受けた病院は、「働きやすい環境」として医療従事者が自身の希望も踏まえて選択できる。

○ 認定の要件については、法律において、以下のように定めている。

〇 また、法律において、業務効率化・勤務環境改善計画には以下の内容を記載することを定めている。

・業務効率化・勤務環境改善計画を作成していること
・業務効率化・勤務環境改善の取組の進捗・効果に関する評価を行う委員会を設置し、PDCAに基づき取組を円滑に実施する体制を確
保していること
・その他厚生労働省令で定める基準に適合するものであること

・計画期間
・業務効率化・勤務環境改善の達成目標
・業務効率化・勤務環境改善の取組の内容及び実施時期
・その他厚生労働省令で定める事項



動画は１コンテンツ20分程度で、全12本。
厚生労働省の動画チャンネル（YouTube）に公開。

管理者とスタッフの双方の視点で、基本的な考え方
について、コンパクトに学ぶことができる。タイトルをクリックす

るとそれぞれの動画を
みることができます。

※ 本動画を活用したハラスメント対策に係る研修経費につい
て、地域医療介護総合確保基金の活用が可能。

※ 動画総再生回数：255,097回（令和８年３月末時点）
注：１コンテンツの視聴につき1回とカウント

厚生労働省ホームページ
「医療従事者の勤務環境の改善について」

医療機関において適切な対応策を組織的に講じるた
めの一助として、研修や個人学習等において本教材
を活用することが可能。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/quality/

医療現場における暴力・ハラスメント対策【eラーニング動画教材】

○ 医療現場における看護職員等に対する患者・家族による暴力・ハラスメントに関し、各医療機関において適切な対策を講じら
れるよう、迷惑行為禁止のポスターの掲示やマニュアルの整備、発生時にとるべき行動等をまとめたｅラーニング教材を作成し、
幅広く活用いただけるよう、厚労省HPを通じて公開。

○ 医療機関においてｅラーニング教材が積極的に活用されるよう、都道府県等へ医療機関への周知を要請。

第１回医療関係職種の安定的な
養 成 ・ 確 保 に 関 す る 検 討 会

資料
３

令 和 ８ 年 ５ 月 ７ 日

25



医療現場におけるカスタマーハラスメント対策

○ 医療現場におけるカスタマーハラスメント防止啓発媒体を作成し、厚生労働省ホームページに掲載。

ポスター 解説動画

バナー

第１回令和８年度医師の働き方
改 革 の 推 進 等 に 関 す る 検 討 会

資料
２ー1

令 和 ８ 年 ７ 月 １ ３ 日
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施行期日

公布の日から起算して１年６月以内で政令で定める日（令和８年10月１日）
（ただし、１③及び２②から④までは公布日、２①及び⑥並びに３は令和８年４月１日）

１．ハラスメント対策の強化【労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法】

① カスタマーハラスメント（※）を防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すとともに、カスタマー
ハラスメントに起因する問題に関する国、事業主、労働者及び顧客等の責務を明確化する。
※ 職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業主の行う事業に関係を有する者の言動であって、その雇用する労働者が

従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより当該労働者の就業環境を害すること

② 求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すとともに、
求職者等に対するセクシュアルハラスメントに起因する問題に関する国、事業主及び労働者の責務を明確化する。

③ 職場におけるハラスメントを行ってはならないことについて国民の規範意識を醸成するために、啓発活動を行う国の責務を定める。

２．女性活躍の推進【女性活躍推進法】

① 男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が101人以上の一般事業主及び特定事業主に義務付ける。
② 女性活躍推進法の有効期限（令和８年３月31日まで）を令和18年３月31日まで、10年間延長する。
③ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配慮して行われるべき旨を、基本原則において明確化する。
④ 政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラスメント対策を位置付ける。
⑤ 女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プラチナえるぼし）の認定要件に、求職者等に対するセク

シュアルハラスメント防止に係る措置の内容を公表していることを追加する。
⑥ 特定事業主行動計画に係る手続の効率化を図る。

３．治療と仕事の両立支援の推進【労働施策総合推進法】

○ 事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講じる努力義務を課すとともに、当該措置の適切・有効
な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。

等

改正の概要

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等
の一部を改正する法律の概要（令和７年法律第63号、令和７年６月11日公布）

改正の趣旨

多様な労働者が活躍できる就業環境の整備を図るため、ハラスメント対策の強化、女性活躍推進法の有効期限の延長を含む女性活躍の
推進、治療と仕事の両立支援の推進等の措置を講ずる。
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医療分野におけるカスタマーハラスメント対策の推進

○ 学識経験者や医療関係団体の関係者で構成される委員会を踏まえて、医療機関・医療関係団体へアンケート及び
ヒアリング調査を実施。業種別マニュアル、広報ポスター、リーフレットを作成し、周知を行う予定。

令和８年度 業種別カスタマーハラスメント対策の取組支援事業
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プラットフォームについて（介護人材確保の例）

• 地域の関係者のネットワークで「プラットフォーム」を構築し、関係者間で地域の現状の共有を図るとともに、各地域や事業所
における課題を認識し、協働して課題解決に取り組む。※介護人材だけでなく、広く福祉人材の確保の観点から捉えることも必要

職場環境の改善
生産性向上・経営支援

【取組例】
介護助手等への業務のタスク・シフト／シェアを図るため
の業務整理・切り出し支援
介護労働安定センターによる雇用管理改善・能力開発支援
生産性向上総合相談センターによるテクノロジー導入支援

介護事業者

介護労働安定センター

福祉人材センター

介護生産性向上
総合相談センター

介護福祉士
養成施設等

職能団体

介護のイメージ改善
理解促進

【取組例】
介護福祉士による小中高への出前講座の実施
養成施設の学生による地域づくりへの協力

介護事業者

教育委員会

福祉人材センター
（コーディネーター的役割）

介護福祉士
養成施設等

介護生産性向上
総合相談センター

介護労働安定センター

ハローワーク

事業者団体
介護事業者

職能団体

都道府県（設置主体）

人材確保・定着
（外国人材の確保・定着含む）

介護事業者 介護事業者

【取組例】
介護職員が介護福祉士養成施設のゲストスピーカーに
介護事業者が共同で採用プロジェクトを推進
外国人材のマッチングから定着までの一体的支援

福祉人材
センター

ハローワーク
介護福祉士
養成施設等

【第２層レベル（※）】県よりも狭い圏域等 ＰＤＣＡ

【第１層レベル】

地域の実情に応じてプロジェクトを創設、ＰＤＣＡを回して評価
意欲のある関係者が集い、介護人材に関わる実践的な取組等を推進

（役割・機能）

第１層・第２層の構
成メンバーは地域の
実情に応じてさまざ
まな関係者が参画す
ることを想定

※地域の実情に応じて、第３層レベルなど、より重層的な取組も可能

市町村
既存の協議会等と
一体的に運営する
など、地域の実情
に応じて適切な連
携・役割分担

第６回社会保障審議会福祉部会
福祉人材確保専門委員会 参考資料２

一部改変

令和７年11月10日
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１．勤務環境改善にかかる調査（速報値）・
取組事例

２．業務効率化・勤務環境改善にかかる国の
取組等

３．業務効率化・勤務環境改善の在り方に関
する論点



地域全体で業務効率化と勤務環境改善に取り組む必要性

• 生産年齢人口が減少する将来においても効率的で質の高い医療を将来にわたって提供するためには、より少ない医療従事者で同等以上

のサービスの提供を可能にすることと、必要な医療人材を確保していくことを一体的に進めていくことが必要であり、令和８年の健保

法等改正法において、個々の病院における業務効率化・勤務環境改善の組織的な取組を厚生労働大臣が認定する制度等が創設された。

• 一方で、医療従事者の確保は、地域において限りある人材に関することであり、個々の医療機関における取組にとどまらず、地域全体

において進めていく必要がある。

31

地域における業務効率化・勤務環境改善の推進
（課題・好事例・取組効果等の共有・横展開 等）

勤務環境改善

○多様で柔軟な働き方・休み方

○育児・介護等との両立

○職員の心身の健康の確保・ハラスメント対策

○キャリア・スキルアップの支援 等

個々の医療機関における
一体的な取組

ＩＣＴ機器等の導入による

○患者の見守り業務等の効率化

○文書作成やデータ入力等に要する時間の減少

○職員の超過勤務時間の減少 等

業務効率化

【国】厚生労働大臣による病院認定 【都道府県】医療勤務環境改善支援センター

個
々
の
医
療
機
関
の
取
組
支
援

地
域
に
お
け
る
環
境
整
備



業務効率化・勤務環境改善の在り方に関する論点

○ 18歳人口の減少に伴い、今後、医療関係職種の新たな「なり手」の減少は避けられないことから、必要な医療提供体制を維持してい

くためには、新規養成のみならず、現に就業している医療関係職種の定着・離職防止の取組や、キャリア・スキルの向上を図りつつ医

療現場で長く働き続けられる環境整備の重要性が一層高まると考えられる。

○ 医療関係職種を対象に行った調査（速報値）によると、例えば、現在の職種を継続するために必要なこととして、「給与・処遇の改

善」 とともに、「業務量・責任の調整」・「希望に合う勤務時間・勤務日数の確保」・「柔軟な働き方の推進」などが挙げられており、

勤務環境が職場定着に大きく影響していることがうかがわれる。また、各種ハラスメントについても、自身や周囲が受けた経験が一定

割合にのぼる一方、職場で相談をしない割合が一定数あったり、事実確認等が行われた割合が少ないなどの傾向がみられた。

○ また、医療関係職種の多くが、専門性の向上のため、職能の認定・専門資格の取得等に取り組むなど、キャリアアップ・自己研鑽を

図っているが、時間や費用等の面で障壁を抱えている様子もみてとれる。

○ 医療機関においては、業務効率化や勤務環境改善に関する様々な取組が進められており、例えば、短時間勤務の導入（育児との両立支

援）、ストレスケアやハラスメント対策のためのカウンセラーの配置、キャリアパスの作成や資格取得のインセンティブの付与等の取

組がみられる。

○ また、都道府県においては、医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）を通じた医療機関の取組支援のほか、国においては、業

務効率化・勤務環境改善に積極的かつ計画的に取り組む病院を厚生労働大臣が認定する仕組み（国による病院認定）等を創設することと

している。

○ 一方で、こうした取組は個々の医療機関単位で実施されることが多く、その課題・好事例・取組効果等を地域全体で共有・横展開し、

地域単位で医療関係職種の確保・定着につなげる仕組みは十分とは言えないほか、業務効率化・勤務環境改善にかかる各制度の連携も

しっかりと図っていく必要がある。

【現状認識・課題等】

【論点】

① 医療機関における業務効率化・勤務環境改善については、地域において限りある人材の安定的な確保のため、地域単位でもしっかりと
   取り組むべき課題として、プラットフォームでの協議事項の一つとして位置付けてはどうか。その中で、例えば、地域の医療機関におけ

る取組状況を把握しつつ、課題・好事例について共有を行うとともに、多くの医療機関に必要な情報等が行き渡り、取組を促せる環境を
整えていくことを始め、地域として業務効率化・勤務環境改善の取組を推進するための方策を協議・実施することとしてはどうか。

② その際、国による病院認定や、勤改センターによる支援とも連携して、一体的に進めていくことが重要ではないか。例えば、国による
病院認定に関する情報（好事例等）を都道府県に提供し、各地域において横展開を図るとともに、プラットフォームで把握された課題や
取組状況等について、勤改センターによる医療機関支援や地域における医療従事者確保施策等につなげていくこととしてはどうか。
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